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研究論文

CPU使用率とメモリ帯域使用率を考慮した性能予測手法

若林 昇1,a) 吉岡 信和2
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概要：デジタルテレビを筆頭にコンシューマ機器は年々高機能化の一途にある．一方で，価格面での競争
激化のため，コストダウンは必須となっており，高性能な CPU，潤沢なメモリは期待できない．したがっ
て，現行の性能を限界まで引き出す必要があり，そのためには，定量的な性能測定と性能予測手法が必要
になる．本論文では，CPU使用率とメモリ帯域使用率を考慮した性能予測手法を提案する．

キーワード：性能測定，メモリバンド，同時動作，性能予測

A Performance Prediction Technique in Consideration of
CPU Utilization and Memory Band Utilization

Noboru Wakabayashi1,a) Nobukazu Yoshioka2

Received: July 28, 2014, Accepted: March 26, 2015

Abstract: Consumer products, such as Digital-TV, have been becoming high functionality year by year.
On the other hand, the cost reduction is required because of the competition intensification on the price
side, without using rich specification hardware (CPU, memory, etc). Thus, it is needed to draw current
performance to the limit. After all, the performance prediction technique is required. This paper proposes a
performance prediction technique in consideration of CPU utilization and memory band utilization.

Keywords: performance measurement, memory band, simultaneous behaviour, performance prediction

1. はじめに

コンシューマ機器など組込み機器の多くは，年々高機能

化の一途にあり，新機能が追加される．一方で，価格面で

の競争激化のため，コストダウンは必須となっている．ソ

フトウェアの観点からは，より高性能な CPUやより大容

量なメモリであれば，新機能を追加する際に性能面を考慮

する必要がなくなる．しかし，コストアップになるこれら

のハードウェアの強化をしないために，複数の新機能と既

存機能の同時動作時の性能予測値による見積りが必要にな
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る．また，開発の後工程で性能問題が発覚すると大きな手

戻りになるため，性能見積りは新機能開発時の早い段階で

必要になる．なお，大規模な組込み機器では，複数の新機

能を並行して開発することが多い．このような複数の新機

能開発時の早い段階では，それぞれの新機能を同時に動作

させることは困難になるため，実際に同時動作させて性能

測定することはできない．

従来，同時動作時の性能予測値は各機能の CPU使用率

を加算して算出していた．しかし，デジタルテレビなど映

像を扱うような機器では高画質映像などの多量のデータを

扱う場合，メモリ帯域を多く使用する．このような映像を

扱う機器で，バスアービタなどによるバスの調停機構があ

る機器の場合，デコーダなど CPU以外の機器がバスを優

先使用することがあり，この場合 CPUはメモリアクセス

を待たされるため，CPU使用率が増えるように見える．す

なわち，CPU使用率とメモリ帯域使用率には因果関係が

あるといえる．性能予測の際は，メモリ帯域使用率も考慮
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した性能予測が必要になる．

メモリ帯域使用率を考慮したCPU使用率の算出方法とし

て，メモリストール時間を計測し，CPU使用率を算出する

方法がある．これはCPU時間を，実行クロック数とメモリ

ストールクロック数の和にクロックサイクル時間を乗じて

算出する方法である．このうちメモリストールクロック数

はプログラムあたりのメモリアクセス命令件数と 1メモリ

アクセス命令あたりのミス率（キャッシュミス率）とミスペ

ナルティを乗じて算出することができるが，キャッシュミス

率を算出するためには，キャッシュミス回数を計測する必要

がある．そして，キャッシュミス回数を計測するためには，

CPU内部にパフォーマンスカウンタ（ハードウェアカウン

タ）が搭載されている必要がある．ここでパフォーマンスカ

ウンタとは，CPUに内蔵した特別なレジスタであり，キャッ

シュミスや分岐予測ミスといったハードウェアに関する動

作の回数を格納する．しかし，低コストが要求されるような

組込み機器では，MIPSなどパフォーマンスカウンタが内蔵

されていないCPUを使用することがあり，メモリストール

時間を用いたこのような従来手法を用いることができない．

本論文では，パフォーマンスカウンタが付いていない

CPUを搭載する機器でも，チップセレクト信号の計測か

らメモリ帯域使用率を測定し，CPU使用率との関係を導

き出すことで，同時動作時の性能予測を行う手法について

提案する．

続く 2章では，従来手法となる関連研究とその課題につ

いて述べ，3章で本研究の対象となる機器構成について説

明する．4章では，従来手法の課題を解決する手法につい

て提案し，5章で提案手法を評価する．6章で提案手法に

関する議論を行い，最後に 7章でまとめる．

2. 関連研究

システムの性能予測に関連する研究として，ハードウェ

アとソフトウェアの協調シミュレータを用いたハードウェ

ア開発環境の研究 [1], [2]などがある．これらの研究によ

り，ハードウェア実装前にシステム全体の性能予測が可能

となった．しかし，コンシューマ機器では，製品開発中に

ハードウェアが変更されることが多く，このようなシミュ

レータは最終的な製品に搭載されるハードウェアをシミュ

レートすることは少なく，最終製品の性能予測ができると

はいいきれない．

また，性能予測に関連する他の研究として，プログラ

ムコード抽象化手法に基づくシステムの性能評価環境

PSI-NSIM [3] がある．これはインターコネクトのシミュ

レーションを行うことで，システム全体の性能を高速かつ

精度良く見積もり，大規模システムの効果的な性能解析支

援や可視化を実現するものである．しかし，このような大

規模システムのシミュレーションは，コンシューマ機器の

ような低コストが要求される機器には適用が難しい．

モデル検査を用いた性能予測に関する研究として，時間

制約の検証ツールや確率的モデル検査ツールを用いた研究

がある [4], [5], [6], [7]．これらは，現在最も普及している

性能モデル検証ツールである UPPAAL [8]や確率的振舞い

を持つシステムに対するモデル検査ツール PRISM [9]を用

いて，実時間ネットワークシステムの詳細なモデルからシ

ステム全体の性能解析を行うものである．しかし，このよ

うなモデル検査ツールを用いた性能予測では，どのように

モデル化するかが重要であり，メモリ帯域使用率と CPU

使用率の関係をモデル化する必要があるが，これらの関係

については述べていない．

CPU使用率とメモリ帯域使用率の関係に関する研究と

して，バス調停に関する研究やメモリウォール問題に関す

る研究などがある．

バス調停に関する研究では，ラウンドロビン方式による

バス調停方法 [10]，静的固定優先度方式によるバス調停方

法 [11]，TDMAによるバス調停方式 [12]，TDMAとラウン

ドロビンを組み合わせた方法によるバス調停方式 [13], [14]，

LOTTERYBUS方式によるバス調停方式 [13], [14]，Slack-

based Bus方式によるバス調停方式 [12]などがある．しか

し，これらの研究では性能予測に関して，メモリ帯域使用

率と CPU使用率の関係について考慮されておらず，メモ

リ使用率と CPU使用率を用いた性能予測方法については

提示されていない．

メモリウォール問題に関する研究では，与えられたハー

ドウェア資源制約下においてこれらを最大限に有効活用

し，システム全体の性能を向上する提案 [15]がある．また，

動的にキャッシュラインサイズを変更しシステムの性能を

向上する提案 [16]がある．これらの提案の中ではメモリス

トール時間を考慮したプログラムの実行時間（CPU使用

率）の算出方法が提示されている．メモリストール時間を

算出するためには，キャッシュミス回数を計測する必要が

あり，キャッシュミス回数を計測するためには，CPUにパ

フォーマンスカウンタが内蔵されている必要がある．

また，パフォーマンスカウンタを用いた性能予測手法の

研究 [17]がある．これは，あらかじめ多数のプログラムを

実行し，統計的な学習を行い，あるパフォーマンスカウン

タの値と性能の間の関係を回帰分析により求める定量的な

手法である．しかし，コンシューマ機器のような低コスト

を要求されるような機器では，CPUにパフォーマンスカ

ウンタが付いていないことがある．この場合，このような

従来手法を用いることができない．

3. 対象機器構成

本研究における性能評価の対象となる機器構成の例を

図 1 に示す．

図 1 で示すとおり，RAM など外付けの外部メモリと

CPU，それ以外のたとえばデコーダやネットワークコン
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図 1 対象機器構成例

Fig. 1 Target configuration example.

トローラ（Network Interface Controller：NIC），HDDや

SSDといった 2次記憶装置など数多くの周辺機器モジュー

ルがバス上で接続されており，各モジュールからのメモリ

アクセス要求をバスアービタが調停する機器構成を対象と

している．このように周辺機器がバスに接続する機器構成

は一般的であり，またバス調停を行うバスアービタが接続

される構成については，映像などの多量のデータがバス上

を通信する機器で多く見ることができる．

4. CPU使用率とメモリ帯域使用率を考慮し
た同時動作性能予測手法

4.1 概要

本章では，CPUにパフォーマンスカウンタが付いてい

ない機器でも，メモリ帯域使用率を考慮した同時動作時の

性能予測ができる手法について述べる．

CPUにパフォーマンスカウンタが付いていない機器で

も，図 1 で示した対象機器構成のとおり，DDR2-SDRAM

など外部メモリは接続されている．

提案手法では，まず，SDRAMのチップセレクト信号の

単位時間あたりのパルス数（周波数）を計測し，理論的な

最大値との比率からメモリ帯域使用率を算出する．また，

メモリ帯域への負荷を変えて，CPU使用率を計測し，関連

性を算出する．さらに，各単体機能の CPU使用率および

メモリ帯域使用率の測定値と，基準点の CPU使用率およ

びメモリ帯域使用率の測定値から，算出した CPU使用率

とメモリ帯域使用率の関連性を考慮する．これにより，各

機能が同時動作した際の予測値を算出する式を提案する．

なお，図 1で示した対象機器構成では，周辺機器モジュー

ルは画像情報などを外部メモリに転送することを想定し

ており，本手法もこのような環境での予測を対象としてい

る．このような環境では CPUのキャッシュを介すること

がないので，データキャッシュの影響はほとんどなく，ま

た命令実行についてもメモリ待ちの影響の方が大きくなる

ため，命令キャッシュの影響もほとんどない．

4.2 チップセレクト信号を用いたメモリ帯域使用率測定

方法

4.1節で述べたように，性能予測する際は，メモリ帯域

使用率まで考慮する必要がある．本節では，メモリ帯域使

用率の測定方法について述べる．

本論文の対象機器構成において，DDR2-SDRAMなど

外部メモリにつながるバス上には，CPU のほかにもデ

コーダやネットワークコントローラ（Network Interface

Controller：NIC），HDDや SSDといった 2次記憶装置な

ど数多くのモジュールが接続されており，各モジュールか

らのメモリアクセス要求をバスアービタが調停する構成に

なっている．しかし，どのモジュールがどれだけバスを占

有しているのかリアルタイムに測定する仕組みは用意され

ていないことが多い．このため，従来は机上で見積もった

理論的な最大値などを積み重ねることでワーストケースで

の性能を予測していた．

しかしこの方法では，アービタの調停動作などを含めて

実際にどう動いているのかの挙動把握をすることはでき

ず，したがって，平均値を知ることもできなかった．

そこで，リアルタイムにメモリ帯域使用率を測定するた

めに，本手法では，DDR2-SDRAMへ出力しているチップ

セレクト信号の単位時間あたりのパルス数（周波数）によっ

てメモリの負荷（使用率）を近似する．なお，チップセレ

クトはコンピュータシステムにおける大半のデバイスに存

在するピンであり，CPUがどのデバイスに対して読み出

しや書き込みを行うのかを指定する際に利用する．チップ

セレクト信号がアクティブになっている間，そのデバイス

は動作可能状態になる．DDR2-SDRAMのチップセレクト

信号は DDR2-SDRAMにアクセスする際に必ずアクティ

ブになるので，本手法ではこの点に着眼し，メモリの負荷

の近似としてチップセレクト信号を利用することにした．

本手法は，チップセレクト信号を周波数ドメインアナラ

イザなどで観測することにより，周波数の動的な変化と平

均値をリアルタイムに計測するとともに，チップセレクト

信号の周波数の理論的な最大値との比率からメモリバンド

幅の使用率を算出する手法である．図 2 にデジタルテレ

ビにおける視聴機能と録画機能を同時に動作させたとき

のチップセレクト信号パルスの周波数の変化の一例を示

す．横軸は時間 (ms)，縦軸は周波数 (MHz)である．図 2

のチップセレクト信号パルスが Highの状態の間，メモリ

アクセスがあったということになる．また図 2 の例では約

3 ms周期でメモリアクセスしていることが分かる．

DDRメモリでは，メモリ内容（コンデンサに蓄えられ

た電荷）を保持するために，周期的なリフレッシュ（再び

電荷を注入する動作）が必要となる．このリフレッシュの

影響として，リフレッシュ期間は他のメモリアクセスは実

行できず実質的にはバンド幅負荷となる．しかしながら，

チップセレクトの周波数にはこのリフレッシュの影響は
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図 2 デジタルテレビにおける視聴と録画の同時動作時のチップセ

レクト信号パルス周波数変化

Fig. 2 Chip select pulse of displaying and recoding on DTV.

ほとんど反映されないため，その分を補正する必要があ

る．これらを考慮し，チップセレクトの周波数の平均値を

Fmean [MHz]，理論的な最大値を Fmax，単位時間あたりの

リフレッシュ期間を R [%]としたときのメモリ帯域使用率

Um [%]を（式 (1)）で算出する．

Um [%]=(Fmean [MHz]+Fmax [MHz]×R[%])/Fmax [MHz]

× 100 (1)

4.3 CPU使用率とメモリ帯域使用率の関係

本節ではメモリ帯域使用率が CPU使用率に及ぼす影響

について述べる．4.2 節でも述べたように，DDRはリフ

レッシュ動作を行っている．この周期は設定により変更す

ることができるので，リフレッシュ周期を意図的に変える

ことにより，ダミーのメモリバンド負荷として利用できる．

このようにしてダミー負荷の量を変えながら CPU使用

率を測定することで，メモリ帯域使用率と CPU使用率の

関係を導き出すことが可能である．なお CPU使用率の測

定は，各種ツール*1があるのでそのツールを用いればよい．

なお，これらのツールは，一定時間内に CPUがアイドル

状態になった時間を測定して CPU使用率を測定しており，

実際の CPU負荷（CPU計算時間）を測定しているもので

はない．詳細には，どのタスクも実行されていない状態に

呼ばれる関数内でカウンタ値をインクリメントし，一定時

間内に CPUアイドル状態になった割合をカウンタ値から

算出するものである．そのため，ダミー負荷を与えると，

アイドル状態のカウンタ値がインクリメントされず CPU

負荷が高くなると想定できる．

デジタルテレビに対して，リフレッシュ周期を意図的に

変えてメモリ帯域に負荷を与えたときの CPU使用率の測

定結果のグラフを図 3 に例示する．

図 3 のグラフの縦軸は単位時間あたりのリフレッシュ期

間 1%のときの CPU使用率を 1としたときの CPU使用率
*1 vmstat や top といったオープンソースソフトウェアのコマンド
がある．

図 3 バンド幅の増加分が CPU 負荷率に与える影響

Fig. 3 The influence that increase of the band width gives in

CPU load.

の比率であり，横軸はリフレッシュ頻度を変化させたとき

に式 (1)で求められるメモリ帯域使用率である．

本手法では，測定した値をグラフにプロットし，近似曲

線を求める．図 3 の例では 2次曲線で近似でき，CPU使

用率の増加比率 Yはメモリ帯域使用率 x [%]から以下の式

(2)の近似式が得られる．式 (2)においてそれぞれの係数

は，a = 6.2408，b = −4.6632，c = 1.8006となる．なお，

式 (2)および a，b，cの係数は例である．プロットした値

によっては a，b，cの係数は変わり，また 2次曲線ではな

く他の曲線で近似することもありうる．

Y = f(x) = ax2 + bx + c (2)

図 3 のグラフから分かるように，同じソフトウェアを同

じ CPUで実行していても，メモリ帯域が約 70%の使用率

になると CPU使用率が約 1.5倍になり，メモリ帯域が約

80%になると CPU使用率が 2倍となる．これはメモリ帯

域に負荷がかかるため，CPUがメモリへのアクセスを待

たされる結果，CPUが動けない，すなわち，ある処理を行

うのに時間がかかってしまい，メモリ帯域の負荷が高いほ

ど，CPU使用率が高くなるということである．

このように，CPU使用率とメモリ帯域使用率は依存関

係にある．そのため，純粋な CPU使用率がどれくらいあ

るのかは，CPU使用率測定ツールから得られた値よりメ

モリ帯域負荷による影響部分を排除しなければならない．

4.4 CPU使用率予測値とメモリ帯域使用率予測値の算

出方法

本節では，複数機能の同時動作時における CPU使用率

およびメモリ帯域使用率の予測値を算出する方法について

述べる．

4.3節でも述べたように，CPU使用率測定ツールから得

られた値よりメモリ帯域負荷による影響部分を排除しなけ

ればならない．まずは，このメモリ帯域負荷の影響を取り

除いた CPU使用率の計算方法について述べる．

多くのCPU使用率測定ツールは，システム全体あるいは
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プロセス単位の CPU使用率が測定される．そのため，あ

る単体機能の純粋なCPU使用率を測定したい場合，まずは

基準となる機能の CPU使用率およびバンド帯域使用率を

測定する必要がある．本論文では，デジタルテレビに対し

て，デジタル番組視聴中でかつ，バスのアービタの設定を

CPU最優先とした場合の値をデジタルテレビの例におけ

る基準点とするようにした．ここで，基準点の CPU使用

率をUcb [%]とし，ある単体機能のCPU使用率をUcx [%]，

メモリバンド幅使用率を Um [%]とすると，該単体機能の

純粋なCPU使用率Ucp [%]は式 (3)で算出する．第 1項は

CPU使用率測定ツールから得られた CPU使用率からメモ

リ帯域使用率の影響を反映した CPU使用率になり，これ

に第 2項である基準機能の CPU使用率を差し引く．

Ucp [%] = Ucx/f(Um) − Ucb (3)

また，基準点のメモリバンド幅使用率を Umb [%] とす

ると，この単体機能のメモリバンド幅使用率 Ump [%]は，

CPU使用率からの影響はないため，式 (4)のように単純に

差分をとることで算出する．

Ump [%] = Um − Umb (4)

次に，これらの数式を用いた複数機能の同時動作時の性

能予測値算出方法について述べる．本手法では，以下の手

順で算出する．

(1) 単体機能の CPU使用率およびメモリ帯域使用率を

測定（CPU使用率測定ツールおよび 4.2節のメモリ帯域

使用率測定方法で計測）．

(2) 基準点の CPU使用率およびメモリ帯域使用率を測

定（CPU使用率測定ツールおよび 4.2節のメモリ帯域使

用率測定方法で計測）．

(3) (1)，(2)で得られた値を，式 (3)，式 (4)に代入し

て，単体機能の純粋なCPU使用率およびメモリ帯域使用

率を算出．

(4) (1)の機能の組合せについて，(3)で算出した値から，

同時動作時のCPU使用率およびメモリ帯域使用率を算出．

(4)において，ある機能 1の純粋CPU使用率をUcp1 [%]，

単純メモリ帯域使用率をUmp1 [%]，別の機能 2の純粋CPU

使用率をUcp2 [%]，単純メモリ帯域使用率をUmp2 [%]，基準

点の CPU使用率を Ucb [%]，メモリ帯域使用率を Umb [%]

とすると，機能 1と機能 2の同時動作時のメモリ帯域使用

率 Umt [%]および CPU使用率Uct [%]は，それぞれ以下の

式 (5)，式 (6)のように算出する．

Umt [%] = Umb + Ump1 + Ump2 (5)

Uct [%] = (Ucb + Ucp1 + Ucp2) × f(Umt) (6)

5. 評価

4章で提案した同時動作性能予測手法について，妥当性

を評価する．HDDへの録画機能が搭載されたデジタルテ

レビの実機に対して，提案手法を用いた同時動作時の性能

予測を行った．対象となるデジタルテレビのブロック図の

概要を図 4 に示す．

DDR2-SDRAMなど外部メモリにつながるバス上には，

CPUのほかに，MPEG2やH.264の放送波圧縮画像データを

デコードするデコーダ，画質を高画質化する高画質化エンジ

ン，録画データなどを記憶するHDDなど，主に画像処理に関

わるハードウェアモジュールが接続されており，各モジュー

ルからのメモリアクセス要求をバスアービタが調停する構成

になっている．なお，バス上に存在するバスマスタがバスを

使用できるのは，通常同一バス上で 1つであり，同時に複数

のバスマスタがバスを使用することはできない．バスアー

ビタとは，バス上に存在する機構であり，バスマスタからの

バス使用権要求を優先度などによって調停する機能を持つ．

このような構成のデジタルテレビにおいて，同時動作を

行う対象機能を下記に示す．

• 放送波表示
• 放送番組の HDD録画

• 放送番組の HDD録画（TS→XPダウンコンバート）

• 録画番組の HDD再生

これらの各単体機能に対して，4.4節で述べた手順 (1)～

(3)の結果得られる基準点から比較した純粋 CPU使用率と

メモリ帯域使用率を表 1に示す．なお，基準点は，4.4節で

も示したとおり，デジタル番組表示中でかつ，バスのアー

ビタの設定を CPU最優先（通常はデコーダ優先）とした

場合の値を基準点とするようにした．

これらの機能について，下記の組合せで同時動作させた

場合の，提案手法による予測値と，実際に同時動作させて

得られた測定値を比較することで，提案手法の妥当性を検

証する．

図 4 評価対象となるデジタルテレビのブロック図（概要）

Fig. 4 Block diagram of the DTV targeted for an evaluation.
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表 1 対象機能の CPU使用率およびメモリ帯域使用率（基準点から

の差分）

Table 1 The CPU utilization and memory band utilization of

the target function.

表 2 同時動作予測方法の検証

Table 2 Verification of suggestion method.

表 3 同時動作予測方法の検証（誤差）

Table 3 Verification of suggestion method (Error).

• 同時動作（1）：「放送波表示」+「HDD録画」

• 同時動作（2）：「放送波表示」+「HDD録画（ダウン

コンバート）」

• 同時動作（3）：「HDD録画」+「HDD再生」

• 同時動作（4）：2画面再生（「放送波表示」+「放送波

表示」

上記同時動作（1）～（4）に対する提案手法（4.4節で述

べた手順 (4)）による予測値と，実機による測定値を表 2

に示す．

また，提案手法による予測値と実際の測定値との誤差

（絶対誤差および相対誤差）を表 3 に示す．

表 3 に示したとおり，絶対誤差で見ると，メモリ帯域使

用率および CPU使用率ともにほぼ同じ値になっており，

相対誤差で見た場合でも，0～5.4%であり，性能的にはほ

ぼ同等といえる．なお，測定ツールを用いて 20秒間の「放

送波表示 + HDD録画」の CPU使用率を計測したところ

10.6%の計測幅があり，同様に「放送波表示 + HDD録画」

のメモリ帯域使用率では 10.2%の測定幅があることから，

提案手法による予測誤差は十分に小さいといえる．これに

より，提案する同時動作の性能予測手法は妥当であると考

える．

6. 議論

6.1 提案手法の一般性

5章の評価では，同時動作時の実機による測定値をとる

必要があったため，すでに同時動作ができる実装済みの機

能で評価したが，本手法を用いると，新機能開発時などの

新機能など，実際に同時動作させることができなくても，

すでにある環境の測定値と，新機能単体の動作が可能な環

境での測定値があれば，4.4節で述べた手順により，同時

動作時の予測値を得ることができる．

また，本論文では，デジタルテレビを例にしたが，図 1

で示した対象機器構成で，下記の特徴を持つ機器に対して

は，提案手法は有効であると考える．

• バスアービタなどによるバスの調停機構がある．
• バス上で多量のデータを扱う（バスの負荷が高い）．
• パフォーマンスカウンタがない．
• SDRAMメモリ（チップセレクト信号）を使用．

このような特徴を持つ機器としては，映像を扱う機器で

多く見ることができる．たとえば，評価対象としたデジタ

ルテレビ以外でも，ビデオや液晶プロジェクタ，スキャン

機能を有するマルチファンクションプリンタなどのコン

シューマ機器に適用できる．また，コンシューマ機器以外

でも，CTスキャンや MRIなどの高画質データを扱う医

療系機器でも適用可能であると考える．また，今後M2M

（Machine to Machine）や IoT（Internet Of Things）といっ

た世界で用いられる組込み機器でも，ビックデータを扱う

場合は多量のデータがバスを使用するため，本提案手法を

適用できると考えており，このような組込み機器は今後増

えてくると予想している．

図 1 で示した対象機器構成例では，周辺機器が 3つの場

合であったが，本手法では，メモリ帯域を実測するため，3

つ以上の場合であっても適用できると考えている．また，

図 1 で示した対象機器構成例では，CPUが 1つの場合で
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あったが，2個以上のマルチコア構成でも本手法の基本的

な考え方は適用できると考えている．ただし，この場合，

各コアからのチップセレクト信号をどのように考慮するか

を検討する必要がある．

6.2 提案手法の限界

本提案手法による性能予測値の使い方には留意が必要で

ある．性能予測値が 100%を超えないと問題ないように思

えるが，適用対象の機器によっては，100%に達していなく

ても，ある閾値を超えると，操作性や応答性に影響が出る

場合がある．

たとえば，デジタルテレビの場合，CPU使用率が高くな

ると，リモコンによるチャネル切替えや音量調整操作に対

する反応が遅くなることがある．これは，チャネル切替え

や音量調整操作の分 CPU使用率が増え，瞬間的に CPU使

用率が 100%を超えることが起こるためである．また，メ

モリ帯域使用率が高くなると，ブロックノイズなどの映像

破綻が発生する可能性がある．これも映像データの転送が

間に合わず，バッファーアンダフローを起こしてしまうこ

とが原因である．

そのため，同時動作の可否を判断する際は，これらの不

具合が出ないレベルの閾値を設け，その閾値を超えないこ

とで，判断する必要があると考える．なお，この閾値の設

定方法については現状過去の経験によるところが大きく，

人手によって設定する必要がある．そのため，今後はこの

設定を自動化することが望ましい．

7. おわりに

7.1 結果

CPUにパフォーマンスカウンタが付いていない機器で

も，メモリ帯域使用率を考慮した同時動作時の性能予測が

できるチップセレクト信号を用いた性能予測手法について

提案した．

提案手法では，チップセレクト信号からメモリ帯域使用

率とCPU使用率の関連性を算出し，さらに，各単体機能の

CPU使用率およびメモリ帯域使用率の測定値と，基準点

の CPU使用率およびメモリ帯域使用率の測定値から，各

機能が同時動作した際の予測値を算出する式を提案した．

また，HDDへの録画機能が搭載されたデジタルテレビ

の実機に対して，提案手法を用いた同時動作時の性能予測

を行った．提案手法による性能予測値と，実際に測定した

値と比較し，ほぼ同じ値になることを確認し，本提案手法

の有効性を確認した．これにより，以下の結果を得た．

• チップセレクト信号によるメモリ帯域使用率の算出方
法は複数機能同時動作時の性能予測に有効である．

• リフレッシュ周期を変えたときのメモリ使用率とCPU

使用率の実測値から得られる近似式で関係性を導き出

し，複数機能同時動作時の性能予測に用いることは有

効である．

• 基準点の CPU使用率およびメモリ帯域使用率を計測

し，各機能の純粋な CPU使用率およびメモリ帯域使

用率を算出し，複数機能同時動作時の性能予測に用い

ることは有効である．

• CPUにパフォーマンスカウンタが付いていない機器

でも，チップセレクト信号を用いることで，メモリ帯

域使用率を考慮した同時動作時の性能予測が可能で

ある．

7.2 今後の課題

6.2節で述べたとおり，本提案手法による性能予測値の

使い方には留意が必要であり，操作性や応答性に影響がな

いかを判断する閾値を設けることが実際には必要であるこ

とを述べた．この閾値は，現状，人手によって設定する必

要がある．経験に基づく人手の設定では，属人的になるた

め，自動化することが望ましいと考えており，閾値設定の

自動化が今後の課題である．

デジタルテレビの例では，リモコンの操作キューの蓄積

具合などから応答性や操作性を数値化し，性能予測方法に

反映させることや，バッファーオーバフローやアンダフ

ローのエラー回数などから映像破綻について数値化し，性

能予測方法に反映させることが今後の課題である．

また他の方法として，経験による閾値をデータベース化

し，類似機能に対する閾値をデータベースから取得するな

どの，閾値取得の自動化が今後の課題になる．
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